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＜太陽光発電、高効率空調設備、高効率給湯器の場合＞
自家消費率、省ＣＯ２の算出根拠となる資料（計算シートの提出でも可）
※自家消費率において県内消費量（20％）を活用する場合は、その根拠資料も添付

□

14

＜申請者がPPA又はリース業者の場合＞
PPA・リース事業実施に係る承諾書（様式第１－８号）

□

＜個人事業者の場合＞（新築の場合は実績報告時に提出）
申請者の住民票

□

＜法人の場合＞（新築の場合は実績報告時に提出）
登記簿謄本又は現在事項全部証明書

□

＜個人事業者の場合＞（新築の場合は実績報告時に提出）
前年の確定申告の写し又は営業許可書、開業届出書

□

町税等の滞納がないことを証明する書面
（町税等の課税状況及び納税状況の照会について同意する場合、不要）
（申請時に北島町内で事業を実施しておらず納税実績がない場合、不要）

□

13

＜照会について同意する場合＞
町税等滞納状況等調査同意書

□

関係書類等一覧（チェックリスト）【補助金交付申請時】

事業実施計画書（様式第１－２～７【申請する事業のもの】） □

交付申請額の根拠となる資料（見積書等【内訳の記載必須】） □

補助事業に係る誓約書（様式第１－１） □

申請様式及び関係書類 チェック

補助金交付申請書（様式第１号） □

＜申請の代行を依頼する場合＞
委任状

1
□

5

補助対象設備の仕様がわかる書類（カタログ、パンフレット等） □

＜高効率空調設備又は高効率給湯器の場合＞
更新前後の機器仕様が分かる資料
※省ＣＯ２の算定根拠となる効率の値等が分かるもの

□

□

＜上記以外に提出指示があった場合＞
その他町長が必要と認める書類

□

補助対象設備の設置位置図及び設置図面（EV、PHVの場合、不要） □

工事着工前の現場写真（EV、PHVの場合、不要） □

サービス又はリースを受ける者の住民票の写し（個人の場合）又は
登記簿謄本若しくは現在事項全部証明書（法人の場合）

□

サービス又はリースを受ける者の町税等の滞納がないことを証する書面 □

＜EV、PHVの場合＞
電力調達方法の根拠となる資料
※計算シートおよび再エネ発電設備の設置容量の証明、年間の発電量が表示された画
面、再エネ証書購入の証明等


